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地方自治法第１９９条第４項の規定により監査を実施したので、同条第９項

の規定により監査の結果に関する報告を提出します。 
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第１期工事定期監査結果報告 

 

１ 監査の対象 

建設局、水道局 

 

２ 監査の範囲 

平成２３年度に実施した工事及び業務委託 

ただし、必要がある場合は、上記以外の期間も範囲とした。 

 

３ 監査の期間 

平成２４年４月２日から平成２４年１０月３１日まで 

 

４ 監査の方法 

今回の監査は、監査対象工事４５７件のうちから抽出した別表に掲げる監査実施工事 

１００件並びに監査対象業務委託１１７件のうちから抽出した別表に掲げる監査実施業

務委託３０件について、工事及び業務委託が設計、積算、契約、施工等の各段階において、

技術面から適正に行われているかを主眼として、経済性、効率性、有効性の視点にも留意

し、設計図面、仕様書、設計書、契約書、施工計画書、工事記録写真、品質報告書等の関

係書類を調査するとともに、関係職員から説明を聴取し、実地調査を行った。 

 

＜主な着眼点＞ 

（１）設計・積算 

・ 現地の状況を十分に調査し、設計に反映されているか。 

・ 仕様書、図面及び設計内訳書等の設計図書は的確に作成されているか。 

・ 高齢者、障害者等利用者の立場に立った設計となっているか。 

・ 積算基準、積算資料等の整備状況及びその運用は適切に行われているか。 

・ 歩掛及び単価は適正か。また、諸経費は適切に算出されているか。 

（２）契約 

・ 契約書、見積書等関係書類及び帳簿は確実かつ的確に整備されているか。 

・ 契約の履行期限は守られているか。 

・ 追加契約あるいは設計変更等による契約変更の場合、その事由及び契約金額の増減

の内容は適切か。また、事務は適時、かつ、適切に行われているか。 

（３）施工・検査 

・ 工事施工計画は適切か。 

・ 設計図書どおり施工されているか。 

・ 法令等を遵守して施工されているか。 



 

- 2 - 

 

・ 各種承諾図書、工事記録写真等の受注者提出書類は整備されているか。 

・ 各種検査、材料試験等は適正に行われているか。 

・ 安全管理、工程管理及び品質管理は適切に行われているか。 

 

５ 監査の結果 

監査の対象局における工事及び業務委託のうち、契約、検査については、おおむね適正

に執行されていたが、設計・積算、施工について次のとおり改善すべき事項が認められた。 

 

（１）設計・積算について改善すべき事項 

ア 転落防止柵の設計を適正に行うべきもの 
［建設局：鎌取町２８号線外２道路改良工事］ 

道路における防護柵の一般的技術基準を定めた防護柵の設置基準によると、歩道

等の路外が危険な区間などで、歩行者等の転落を防止するために必要と認められる

区間においては、道路及び交通の状況を踏まえ、歩行者自転車用柵（以下「転落防

止柵」という。）を設置するものとされ、柵の高さは、１．１メートルを標準とし、

桟の間隔は、歩行者等が容易にすり抜けられないものとされている。 

また、同基準の解説によると、転落防止柵の形状は、児童等が桟をよじ登ったり、

桟をすり抜けて転落することを防止するために、桟の構造は縦桟で、間隔は１５セ

ンチメートル以下とすることが望ましいとされている。 

しかしながら、本工事においては、高低差が約３メートルある道路に階段を新設

して、階段部分に高さ１．１メートルの転落防止柵を設置したが、桟の構造が横桟

で、間隔が２７センチメートルの４段仕様となっているため、児童等が階段下のコ

ンクリート面に転落する可能性がある。 

転落防止柵の設計については、防護柵の設置基準に基づき、適正に行われたい。 

 

                          現場状況の写真 

     転落防止柵と階段の設置状況           転落防止柵の状況  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1ｍ 

約 3.0ｍ 

27cm 

27cm 

27cm 

27cm 
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イ 電子成果品作成費等の積算を適正に行うべきもの 

［建設局：下水道実施設計業務委託（誉田 23-2）、 

下水道実施設計業務委託（緑町 23-1）］ 

電子納品運用ガイドラインによると、設計業務委託等については、平成２０年度

から電子納品対象業務とし、その費用は電子成果品作成費として積算することとさ

れている。 

また、下水道施設等の設計業務委託については、日本下水道協会の下水道用設計

標準歩掛表の積算基準を準用することとしており、同積算基準によると成果品を作

成するための印刷費などについては、実費を積算するとされている。 

しかしながら、当該設計業務委託２件においては、電子成果品及び印刷成果品を

納品させていたが、その経費が積算されていなかった。 

電子成果品作成費等の積算については、電子納品運用ガイドライン等に基づき適

正に行われたい。 

 

（２）施工について改善すべき事項 

ア 掘削作業における作業員の安全を確保すべきもの 

［建設局：新田町村田町線側溝改良工事］ 

労働安全衛生規則よると、事業者は、コンクリートブロック塀、擁壁等の建設物

に近接する箇所で掘削作業を行う場合において、これらの損壊等により労働者に危

険を及ぼすおそれのあるときは、これらを補強するなどの危険防止の措置が講じら

れた後でなければ作業を行ってはならないとされている。 

しかしながら、本工事においては、側溝を布設するために、小型のパワーショベ

ルを用いて掘削を行った後、作業員が掘削箇所の床付を行っていたところ、民地に

設置されたコンクリートブロック塀に補強等を行っていなかったことから転倒し、

作業員が右足を骨折する事故が発生した。 

掘削作業においては、労働安全衛生規則を遵守し、作業員の安全を確保するよう

受注者を指導されたい。 

 

イ 掘削作業における作業員の安全を確保すべきもの 

［建設局：新町若松町線交差点改良工事］ 

建設工事公衆災害防止対策要綱によると、土質に見合った勾配を保って掘削でき

る場合を除き、掘削の深さが１．５メートルを超える場合には、原則として、土留

工を施すものとされている。 

しかしながら、本工事においては、道路照明灯の基礎工事で深さ１．５メートル

を超える約２．５メートルの掘削を行ったにもかかわらず、掘削面の崩落を防止す

るために必要とされる安全な勾配の確保や土留工の施工がされていなかった。 
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掘削作業においては、建設工事公衆災害防止対策要綱を遵守し、作業員の安全を

確保するよう受注者を指導されたい。 
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